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かつらぎ町長期総合計画等策定支援業務仕様書 

【修正版】 

 

１ 業務名 

かつらぎ町長期総合計画等策定支援業務（中期基本計画） 

 

２ 委託期間 

契約締結日から令和９年３月３１日まで 

 

３ 目的 

本業務は、本町の最上位計画である現在の「第５次かつらぎ町長期総合計

画」における前期基本計画の計画期間が令和９年度で終了するにあたり、中

期基本計画（令和１０年度から令和１３年度）の策定方針を定めるため、高

い専門性と豊富な経験等を有する事業者に支援を委託し、作成に係る用務を

円滑に遂行することを目的とする。  

 

４ 業務内容 

中期基本計画策定方針を定めるため、下記に留意しながら、業務を行うこと

とする。 

（１）本仕様書は、作成にあたり必要と考えられる事項を示したものであり、

受注者からの提案を踏まえ調整することとする。 

（２）支援業務を通じ、随時、発注者と協議を行い調査や助言等を行う。 

（３）本町の各種個別計画との整合を図る。 

（４）前期基本計画実績、住民アンケート結果、ワークショップ実施結果、ヒ

アリング結果等を踏まえて、中期基本計画策定方針（案）を作成する。 

   なお、中期基本計画策定においては、令和６年３月に策定した「第５次

かつらぎ町長期総合計画」における基本構想と「まちづくりの目標（施策

の大綱）」及び「まちづくりの分野別施策」の体系を見直す予定はない。 

（５）各種資料の内容や作成期限、各会議の開催日等の詳細なスケジュールに

ついては、別途指定する。 
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【実施業務】 

（１）住民意識調査 

①住民アンケート結果の分析・反映 

施策立案及び総合計画における成果指標の設定等に活用するため、町

が提供する令和６年度及び令和７年度のまちづくり住民アンケート調査

結果報告書並びに各報告書の作成に使用したデータを基に、両年度の調

査結果を横断的に整理・分析し、まちづくり住民アンケート調査分析結

果を作成する。 

分析に当たっては、令和６年度及び令和７年度の調査結果から把握で

きる変化や傾向を整理するとともに、前回の第５次長期総合計画策定時

に実施した令和４年度調査の結果との比較を基準として、令和９年度の

前期基本計画の目標達成に向けた現時点での評価及び今後の改善点を整

理する。 

構成・分析項目及び作成内容の詳細については、町と協議した上で決

定する。 

 

②住民等ワークショップの運営支援 

将来のまちづくりに対する住民参画の機会を確保するとともに、中期

基本計画に住民意向を反映させるため、「住民等ワークショップ」の運

営支援を行う。 

本業務では、高校２校を対象とした高校生ワークショップを各１回、

計２回実施する。各校における事前の勉強会については町が実施するも

のとし、受託者は、その後９月中～下旬頃に実施するワークショップの

ファシリテート及び実施結果の取りまとめを行う。 

なお、ワークショップのテーマは「住み続けたい・帰ってきたいかつ

らぎ町に必要なもの」とし、将来のまちづくりとデジタル推進に関する

内容を予定しており、実施方法等の詳細については、町との協議により

決定する。 

 

（２）基礎調査 

中期基本計画策定方針の作成にあたり、町が提供する前期基本計画の実

績（令和６・７年度分）を基に、評価・検証等を行うとともに、本町の基

礎的データを整理し、今後の見通しや動向などを分析する。 
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なお、業務に必要となる情報は、受注者がその情報を持つ者から直接入

手すること。 

また、分析にあたっては、内閣府 地方創生推進室 ビッグデータチーム

が公開している「ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）」及び「ＲＡＩＤ

Ａ（地方創生データ分析評価プラットフォーム）」を有効活用すること。 

①前期基本計画評価・検証・分析 

②社会情勢及びかつらぎ町における課題の抽出・整理 

③町長及び各課室、各種団体ヒアリング 

④その他必要な情報の収集及び分析 

 

（３）中期基本計画策定方針の作成支援 

①中期基本計画策定方針の大枠案作成 

基礎調査を踏まえ、計画の前提条件となる国内外の社会経済情勢、本

町の現状と課題を整理するとともに、中期基本計画策定方針の大枠案を

作成する。 

上記の大枠案作成に当たっては、長期総合計画策定審議会等の意見を

集約し、その内容を反映させること。 

 

②中期基本計画策定方針（案）の作成 

大枠案を基に、長期総合計画策定審議会等の意見を反映させた中期基

本計画策定方針（案）を作成する。住民意識調査や基礎調査を踏まえ、

令和９年度に策定予定の中期基本計画の方向性をイメージできるよう工

夫すること。 

 

（４）計画策定に関する情報提供 

本業務の期間内において、まちづくり分野に関する法律改正や制度変更があ

った場合は、その情報をとりまとめ、随時情報提供すること。情報提供内容は

「対象法令名、関係省庁、可決成立年月日、法律概要・制度概要等」を分かり

やすくとりまとめ、まちづくりに関する分野及びかつらぎ町が把握しておくべ

き分野を網羅すること。 

本計画を策定する過程において、かつらぎ町として条例制定の必要性が生じ

た場合、他市町の条例制定状況をとりまとめて報告すること。 
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（５）各種会議等の運営支援 

①長期総合計画策定審議会の運営支援 

長期総合計画策定審議会への出席（Web出席を含む）、会議資料の作成

補助、会議録の作成を行う。 

会議の開催は全体開催３回、部会開催４回を予定しており、うち、全

体開催２回（１２月と２月開催予定）、部会開催３回（１０月～１１月

開催予定）について運営支援を行うものとする。 

 

  ②策定委員会（庁内会議）の運営支援 

会議資料の作成補助を行う。 

会議の開催は３回程度を想定しているが、進捗状況に応じて変更する

場合がある。 

 

※各会議の開催時期・内容等の詳細については、作業の進捗に応じて別途

指示する。 

 

（６）成果品 

受注者は、成果品として次に掲げるデータを町に提出する。 

①まちづくり住民アンケート調査分析結果 

②住民等ワークショップ実施結果 

③基礎調査分析結果 

④中期基本計画策定方針（案） 

※図等については、白黒印刷が可能なように配色等を工夫すること。 

※印刷製本業務は、本委託契約に含まない。 

 

５ 打合せ及び議事録の作成 

（１）業務を適正かつ円滑に実施するため、受注者は適宜、本町と打合わせを

行い、業務進捗状況の報告、業務方針及び疑義事項等を確認し、その内容

については受注者がその都度議事録を作成したうえで本町に提出する。 

   なお、打合せの方法については、対面に限らず、メールやWeb会議など

を活用し、効率的に実施するものとする。 

（２）別途協議が必要と判断された場合は、発注者との協議により随時打合せ

の場を設けるものとする。 
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６ 業務計画書、連絡体制表の提出 

本業務委託契約の締結後、速やかに発注者と打合せを行い、発注者の承認

を得て、業務フロー、業務スケジュールを記載した業務計画書及び管理責任

者、主任者等を記載した連絡体制表を提出する。 

 

７ 資料の提供及び管理 

（１）本業務において必要となる発注者の内部資料等については、必要に応じ

て受注者に貸与する。 

（２）受注者は、借り受けた資料の適切な管理を行うとともに、本業務完了後

速やかに返却する。 

 

８ 契約代金の支払時期及び方法 

契約代金の支払方法は、一括後払いとする。 

業務終了後、完了届を受理した日から１０日以内に検査をし、当該検査

後、適法の支払請求書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。 

 

９ その他 

（１）詳細については、企画公室の担当職員と十分に協議し、その指示に従う

こととする。 

（２）受注者は、業務を履行し得るに十分な体制、人物等を整えるとともに、

この仕様書のほか、町との協議に基づき、誠実に業務を履行することとす

る。また、受注者は、選任された者が業務を履行しうる適正がないと町が

判断した場合には、改めて業務を担当する者を選定することとする。 

（３）受注者は、業務を行うことにより知り得た情報については、一切第三者

に漏らしてはならない。また、業務完了後も同様とする。 

（４）業務を行うにあたり生じた疑義等については、町と受注者との協議の上

決定する。 

（５）本契約で作成された印刷物の著作権及び版権は、町に帰属するものと

し、本契約の履行に当たり生じたもの、印刷物のデジタル情報、写真及び

ネガフィルム等については、町に譲渡することとする。 

（６）受注者は、業務を完了したときは、速やかに町による成果品の検査を受

けるものとする。検査の結果、町から訂正等の指示を受けた場合は、速や

かにその指示に従い、対処することとする。 
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（７）業務完了後、受注者の責任に帰すべき理由による成果物の不良箇所が発

見された場合は、訂正、補正、その他必要な措置を講じるものとし、これ

に要する経費は、受注者の負担とする。 

（８）妨害又は不当要求に対する通報義務 

・受注者は、契約の履行に当たって暴力団又は暴力団員等から事実関係及

び社会通念等に照らして合理的な理由が認められない不当若しくは違法

な要求又は契約の適正な履行を妨げる妨害を受けたときは、町長及びか

つらぎ警察署長へ通報しなければならない。なお、正当な理由がなく通

報がない場合は入札参加資格停止の措置を行うことがある。 

・受注者は、暴力団又は暴力団員等による不当介入を受けたことにより、

履行期間内に業務を完了することができないときは、契約書等に基づき

協議を行うものとする。 


